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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第３四半期
累計期間

第30期
第３四半期
累計期間

第29期

会計期間

自平成24年
10月１日

至平成25年
６月30日

自平成25年
10月１日

至平成26年
６月30日

自平成24年
10月１日

至平成25年
９月30日

売上高（千円） 3,672,274 3,817,283 4,951,840

経常利益（千円） 347,430 285,544 470,404

四半期（当期）純利益（千円） 243,539 153,584 327,736

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 4,969,192 4,969,192 4,969,192

発行済株式総数（株） 26,780,800 26,780,800 26,780,800

純資産額（千円） 15,869,395 15,818,647 15,893,534

総資産額（千円） 53,953,647 55,634,855 54,848,498

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
9.71 6.12 13.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 4

自己資本比率（％） 29.4 28.4 29.0

　

回次
第29期

第３四半期
会計期間

第30期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
４月１日

至平成25年
６月30日

自平成26年
４月１日

至平成26年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
4.08 1.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第29期第３四半期累計期間及び第29期にお

いては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また第30期第３四半期累計期間においては潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成25年４月１日付けで、普通株式１株を100株に分割しております。このため、当該株式分割が、

前事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。　

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

EDINET提出書類

株式会社ランドビジネス(E04038)

四半期報告書

 2/14



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

   

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間（平成25年10月１日～平成26年６月30日）における我が国経済は、消費税率引き上げに伴

う駆け込み需要の反動減がみられますが、基調的には緩やかな回復を続けております。

　一方、海外経済では、新興国の政情不安や地政学的なリスクによる下振れが懸念されるものの、米国の堅調な回

復やユーロ圏の改善の兆しがみられることより、世界経済全体としては景気が持続的に回復すると見込まれます。

　

　当不動産業界におきましては、オフィスビル賃貸市場が、都心５区大規模ビルを中心に空室率を大幅に改善し賃

料も上昇基調にあります。

　需給バランスの改善を受け、募集賃料引き上げの動きが見られるものの、一部地域の競争力のあるオフィスビル

にとどまり本格的な回復には至っておりません。

　

　このような事業環境下、当社はマーケットを的確にとらえたリーシング戦略により、オフィスビルの高稼働率を

維持し、安定収益を確保すると同時に、賃貸レジデンス「ソサエティシリーズ」を安定稼働させるため、リビルド

工事とリーシング活動に注力し、資産価値の向上・収益力の強化に取り組みました。

　

　以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高3,817百万円（前年同四半期比3.9％増）、営業利益

956百万円（前年同四半期比3.6％減）、経常利益285百万円（前年同四半期比17.8％減）、四半期純利益153百万円

（前年同四半期比36.9％減）となりました。 

　なお、当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント別の業

績の記載を省略しております。　

 　　

（２）財政状態 

　当第３四半期会計期間末におきましては、総資産は、前事業年度末の54,848百万円から55,634百万円と786百万

円増加しました。これは主に、現金及び預金が971百万円、有形固定資産「その他」が218百万円減少したものの、

建物が966百万円，土地が956百万円増加したことによるものであります。

　総負債は、前事業年度末の38,954百万円から39,816百万円と861百万円増加しました。これは主に、社債（一年

以内含む）が462百万円減少したものの、長期借入金（一年以内含む）が1,151百万円増加したことによるものであ

ります。

　純資産は、前事業年度末の15,893百万円から15,818百万円と74百万円減少しました。これは主に四半期純利益を

153百万円計上したものの、前期末剰余金の配当金100百万円及び繰延ヘッジ損失の増加128百万円があったことに

よるものであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　　 　

（４）研究開発活動

  特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,800,000

計 73,800,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 26,780,800 　　 　 26,780,800 東京証券取引所市場第一部 単元株式数100株

計 26,780,800 26,780,800 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 26,780,800 － 4,969,192 － 5,099,179

 

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,693,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,087,100 250,871
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数 26,780,800 － －

総株主の議決権 － 250,871 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄における「株式数（株）」の欄には証券保管振替機構名義の失念株式100株を含

め、「議決権の数（個）」の欄には当該株式にかかる議決権１個を含めております。

　

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ランド

ビジネス

東京都千代田区霞が関三丁目２

番５号霞が関ビルディング
1,693,000 － 1,693,000 6.32

計 － 1,693,000 － 1,693,000 6.32

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年10月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第３四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,014,740 5,042,872

営業未収入金 43,365 37,529

販売用不動産 1,494,554 1,590,425

仕掛販売用不動産 1,306,506 1,306,506

その他 178,642 149,782

貸倒引当金 △730 △10,300

流動資産合計 9,037,079 8,116,816

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 21,767,515 22,733,681

土地 21,782,199 22,738,263

その他（純額） 782,654 564,469

有形固定資産合計 44,332,369 46,036,414

無形固定資産 796,484 794,370

投資その他の資産
※1 682,564 687,253

固定資産合計 45,811,419 47,518,039

資産合計 54,848,498 55,634,855

負債の部

流動負債

営業未払金 37,100 42,311

1年内返済予定の長期借入金 5,153,223 9,350,092

1年内償還予定の社債 490,618 387,618

未払法人税等 91,892 54,634

賞与引当金 16,297 17,529

その他 697,014 751,403

流動負債合計 6,486,145 10,603,588

固定負債

社債 898,882 539,573

長期借入金 28,313,728 25,268,592

退職給付引当金 21,794 23,751

受入敷金保証金 2,292,710 2,312,195

その他 941,703 1,068,506

固定負債合計 32,468,819 29,212,619

負債合計 38,954,964 39,816,208

純資産の部

株主資本

資本金 4,969,192 4,969,192

資本剰余金 5,099,179 5,099,179

利益剰余金 6,401,164 6,454,398

自己株式 △422,738 △422,738

株主資本合計 16,046,798 16,100,032

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △153,264 △281,384

評価・換算差額等合計 △153,264 △281,384

純資産合計 15,893,534 15,818,647
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負債純資産合計 54,848,498 55,634,855

EDINET提出書類

株式会社ランドビジネス(E04038)

四半期報告書

 8/14



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 3,672,274 3,817,283

売上原価 2,118,388 2,265,077

売上総利益 1,553,885 1,552,206

販売費及び一般管理費 562,085 595,671

営業利益 991,799 956,534

営業外収益

受取利息 2,204 996

受取配当金 121 161

貸倒引当金戻入額 － 236

雑収入 1,302 1,931

営業外収益合計 3,628 3,325

営業外費用

支払利息 551,663 588,948

資金調達費用 80,630 75,786

雑損失 15,703 9,580

営業外費用合計 647,997 674,315

経常利益 347,430 285,544

特別利益

固定資産売却益 6,660 －

特別利益合計 6,660 －

特別損失

固定資産除却損 51 2,117

借入金繰上返済精算金 － 11,243

特別損失合計 51 13,360

税引前四半期純利益 354,039 272,184

法人税等 110,500 118,600

四半期純利益 243,539 153,584
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成25年９月30日）
当第３四半期会計期間
（平成26年６月30日）

投資その他の資産 2,000千円 －千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四半期累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

　
前第３四半期累計期間

（自  平成24年10月１日
至  平成25年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自  平成25年10月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 792,804千円 854,633千円

のれんの償却額 354千円 3,191千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年12月19日

定時株主総会
普通株式 50,175 200

平成24年

９月30日

平成24年

12月20日
利益剰余金

　　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 100,351 4

平成25年

９月30日

平成25年

12月24日
利益剰余金

（注）当社は、平成25年４月１日付で１株につき100株の割合で株式分割を行っております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成24年10月１日 至平成25年６月30日）

　当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略して

おります。 

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成25年10月１日 至平成26年６月30日）

　当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略して

おります。 

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間

（自　平成24年10月１日
至　平成25年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9円71銭 6円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 243,539 153,584

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 243,539 153,584

普通株式の期中平均株式数（株） 25,087,800 25,087,762

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

該当事項はありません。 同　左

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期累計期間においては希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、当第３四半期累計期間においては潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２．当社は、平成25年４月１日付けで、普通株式１株を100株に分割しております。このため、当該株式分割が、

前事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

（重要な後発事象）

　当社は平成26年７月17日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産を譲渡することを決議いたしまし

た。

１．譲渡の理由

自己資本比率の向上、財務体質の改善を図ることを目的として、下記資産を譲渡することといたしました。

２．譲渡資産の内容

　（1）使途

賃貸オフィスビル

　（2）土地

①所在地　神奈川県横浜市神奈川区金港町２番６

②地目　 宅地

③面積　 2,720.30㎡ (公簿)

　（3）建物

①名称　 　　 横浜プラザビル

②構造・規模　鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付12階建

③延床面積　　19,968.20㎡ (公簿)

３．譲渡価額　17,950百万円

４．譲渡の相手先の概要

①名称　　グローバル・ワン不動産投資法人

②所在地　東京都千代田区麹町四丁目１番地

③代表者　執行役員　北島　洋一郎

④事業内容　資産を主として投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項に定める特定資産に対する投

資として運用すること。
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⑤当社と当該会社の関係　当社と当該会社の間には、資本関係、人的関係及び取引関係はなく、また当該会

社は関連当事者には該当しません。

５．譲渡の日程

①取締役会決議日　平成26年７月17日

②契約締結日　　 平成26年７月17日

③物件引渡日　　　平成26年８月１日　

６．損益に与える影響額

　本譲渡にともない、平成26年９月期決算において、固定資産売却益約84億円を特別利益として計上する見込

みであります。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年８月８日

株式会社ランドビジネス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　　誠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮下　　毅　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランド

ビジネスの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第30期事業年度の第３四半期会計期間（平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年10月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ランドビジネスの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年７月17日開催の取締役会において固定資産の譲渡を決議し、

平成26年８月１日に譲渡した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半　　

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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